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研究成果の概要（和文）：　物権行為論とius ad rem論に関する歴史的な観点からの検討を前提として、両概念
の理論的関係について、意思と形式、物権と債権、および、履行請求権と損害賠償請求権の3つの基軸を設定し
た上で分析を行った。
　二重譲渡における第一買主の保護という点において、物権行為概念とius ad rem概念には共通性が認められ
た。有因的物権行為概念を認めて、二重譲渡における第三者の背信的悪意者性を認定するにあたっての判断要素
とした。また、ius ad remについて、本来であれば絶対効を有しないはずの権利を有する者に対して、第三者の
悪意を前提として、その第三者に直接請求することを認める権利、と定義づけた。

研究成果の概要（英文）：On the premise of analysis from the historical point of view of the theory 
of property deed and ius ad rem theory, I have discussed the theoretical relationship between both 
concepts. Specifically, analysis was conducted after establishing three analysis bases: intention 
and format, property right and claim, and right to claim for performance and right to claim for 
damages.
The results are as follows. As the interpretation of Japanese law, it is to be recognized as the 
judgment element in recognizing the believing superstition of third parties in double transfer, in 
recognition of the concept of the property deed with the cause. And about ius ad rem, it is defined 
as the right to allow a person who has the right not to have the absolute effect in the first place 
to charge the third party directly, assuming the third party's malice. The ius ad rem concept and 
the property deed concept have commonality when considered in terms of the protection of the first 
buyer in double transfer.

研究分野： 民法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本法における背信的悪意者排除論について新たな知見を提供することができるとともに、より精緻な解釈論
を展開することが可能となった。また、これまでの判例と通説に対する批判として、物権行為の無因性を認める
ことなく物権行為概念を肯定することの必要性を論証することができた。
　そして、これまでかならずしも明確ではなかったius ad rem概念について、歴史的な分析結果に基づいて明確
に定義づけることによって、物権と債権の関係性やその異同について新たな視点を提示することができた。これ
により、日本の民法典の体系に関する議論にも影響を与えることが可能となった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
1. 研究開始当初の背景 
 ⽇本法上の物権変動論は、意思主義を採⽤しており、かつ、物権⾏為の独⾃
性は否定されていると⼀般に解されている。具体的には、⼟地の売主と買主の
間で締結される売買契約（債権⾏為）によって、まさにその契約が成⽴した時
点で、⼟地所有権の移転（不動産物権変動）が発⽣すると考えられている。こ
れに対して、ドイツ法上の物権変動論の特徴として、物権⾏為の独⾃性と無因
性の承認がよくあげられる。これらの点は、⽇本の物権変動論との顕著な相違
点として紹介されることが多い。 
 しかし、物権変動の効⼒発⽣時に関する契約成⽴時説を採⽤する場合、債権
法上の⾏為である売買契約などから、なぜ直接に、物権法上の効果である物権
変動が発⽣するのかという問いに対して答えるのは、理論的には困難である。
また、物権変動の発⽣を代⾦⽀払・占有移転・登記移転などの外部的徴表にか
からしめるという⾒解にたつ場合には、外部的徴表と物権変動の発⽣との理論
的関連性を明らかにすることが困難となる。 
 そうであるならば、⽇本の⺠法典が物権と債権を区別していることにも鑑み
て、議論の端緒として、物権⾏為の独⾃性を認めるか否かを、まずもって検討
するべきなのではないか。 
 この点、きわめて興味深いのが、ドイツ法における物権⾏為の独⾃性の肯定 
と ius ad rem（ユス・アド・レム≒債権であるにもかかわらず第三者への絶対効 
を有する特定物引渡請求権）の理論的関係である。ius ad rem の存在は、これが
債権的請求権であるにもかかわらず、第三者に対して絶対的な効⼒を有すると
いう意味で物権的な効⼒を有することから、ドイツ法における物権と債権の明
確な区別という要請に応えることができず、歴史の中で形式的には否定される
にいたった。しかし、この ius ad rem が否定された時期と、物権⾏為の独⾃性
が⽴法において認められるにいたった時期は、きわめて近い。また、ius ad rem
は歴史的に否定されたと考えられているが、ドイツ現⾏法のいたるところに、
物権的効⼒を有する債権の存在が事実上散⾒される（仮登記制度や物権的先買
権制度など）。ius ad rem が⽴法において否定されたとしても、物権的効⼒を有
する債権の存在はドイツ法においても事実上認められているのであって、この
意味で、ドイツ法はけっして特殊で硬直的な性格のみを有するものではない。
したがって、物権⾏為の独⾃性を肯定することと、ius ad rem のような物権的効
⼒を有する債権の存在を認めることは、両⽴しないことではない。以上から、 物
権⾏為の独⾃性を肯定することは、けっしてドイツ法固有の解釈論ではなく、
⽇本法を含むその他の⽴法例のもとにおいても、その可能性は否定されないの
ではないか。 
 また、⽇本法においても仮登記制度が存在し、仮登記の法的性質は、とくに
それが債権的請求権を保全する場合には、第三者への効果を有するという点で、
ドイツ法上の仮登記と同じく、債権に物権的効果を付与する。ここに、ドイツ
法との親和性がみられ、したがって、ドイツ法を⽐較対象とする研究の根拠を
⾒出すことができる。 
 
2. 研究の⽬的 



 ⼟地所有権は⼈間の実⽣活の基盤であり、もっとも重要な財産の 1 つである。 
それでは、この⼟地所有権の移転に代表される不動産物権変動は、いつ、なに
を根拠として、その効果が発⽣するのか。⺠法学界において古くから論じられ
ているこの根源的かつ重要な問題は、いまだにその議論の収束をみない。本研
究は、この問いに⺠法上の観点から理論的な解答を与えるために、物権変動の
法的構造を探るものである。具体的には、ドイツ法を対象としながら、物権⾏
為と ius ad rem の関係性に焦点をあてつつ、物権変動それ⾃体を求める当事者
意思の具現化である物権⾏為の構造と、物権変動を相⼿⽅に求める債権的請求
権の法的性質について分析を⾏うこととした。  
 そこで、本研究では、まず、BGB（ドイツ⺠法典）が制定された後のドイツ
における物権⾏為論の展開過程について分析を⾏うこととした。これにより、
ドイツ法上の物権⾏為概念の現時点での姿を明らかにすることができる。ドイ
ツの⺠法学界においても、最近になって、物権⾏為概念に対する注⽬度は再び
⾼まっている。 
 つぎに、ドイツ法上の ius ad rem 概念について、物権⾏為概念の⽣成過程を
横⽬でみながら、歴史的な検討を加えた。ius ad rem については、⽇本の⺠法学
においても、すでにいくつかの重要な業績が存在する。しかし、物権⾏為との
関連で ius ad rem について分析を加えた研究は、今までほとんど存在しない。 こ
の分析結果から、ドイツ法上では、物権⾏為概念の台頭と⼊れかわるかたちで
ius ad rem が⽴法上は消滅したとされつつも、同様の制度が BGB の中に形を変
えて数多く存在していることが明らかとなった。 
 最後に、⽇本法との⽐較検討を⾏った。⽇本法上も、理論的な側⾯からして、
物権⾏為概念を認めてはならないとする根拠はみあたらないのではないか。ま
た、実務的な観点からしても、売買契約の成⽴のみによって、ましてや⼝頭で
の合意のみによって、物権変動が発⽣するとは考えられていないのではないか。
本研究は、物権⾏為概念を肯定することによって、債権的な売買契約とは異な
る新たな視座を、物権変動の場⾯で提供することにより、物権変動の効果を発
⽣させるための、売買契約の成⽴とは異なる契機、すなわち、登記移転に代表
される外部的徴表があった時にはじめて⼟地所有権が移転するという⾒解に、
解釈論上の理論的根拠を与えることにもなる。 
 ⽇本においては、物権⾏為の独⾃性が判例と通説によって否定されて久しく、
その研究の重要性に対しても重きがおかれなくなった。このため、物権⾏為概
念の⺟法といえるドイツ法上の物権⾏為論の展開を追う研究もまた、最近では
ほとんど⾏われていない。しかし、債権法が改正されたいま、学界においては、
将来の物権法改正を視野に⼊れた研究が盛んになりつつある。本研究において
は、物権変動論の法的構造という物権法の中でもきわめて重要なテーマに関し
て、物権⾏為と ius ad rem の基礎理論を提供し、かつ、物権変動の発⽣根拠論、
物権変動の発⽣時期といった解釈論上の論点に対して、具体的な提⾔を⾏った。 
 
3. 研究の⽅法 
 本研究を遂⾏するために最も重要なことは、⽇本法とドイツ法における当該
分野の⽂献をくまなく渉猟し、検討し、分析を加えることにあった。これに関



連して、ドイツにおいて⽂献を調査し、また、ドイツ⼈研究者にインタヴュー
を⾏う必要もあった。そこで、第 1 年⽬には、⽇独の物権⾏為概念に関する⽂ 献
を分析し、ドイツにて現地調査を実施した。第 2 年⽬に、ius ad rem に関する ⽂
献調査を⾏うとともに、ドイツにてインタヴューを⾏った。そして、第 3 年⽬
には、物権変動の法的構造と題する著書を完成させるべく、執筆を⾏った。 
 具体的には、以下の通りである。まず、BGB が制定された後の、物権⾏為に 
関する判例・学説の議論を渉猟した。本研究代表者は、すでに、ドイツ法上の
物権⾏為概念の起源と、BGB 制定までに⾄る同概念の経緯について研究を⾏っ
ており、また、これらに関する論稿も公表している。したがって、本研究にお
ける最初の課題は、BGB 制定以降の物権⾏為概念の変遷の分析となった。この
分析のため、関連⽂献に関して、本研究代表者の所属先⼤学内の図書館はもち
ろん、国内の他⼤学の図書館における蔵書調査も⾏った。以上の検討を踏まえ、
⽇本とドイツの物権⾏為概念をめぐる今⽇の議論の異同を明確にした上で、物
権変動の場⾯における当事者意思の法的性質と法的構造について、検討を加え
た。とりわけ、ドイツ法の影響が⽇本における草創期の物権⾏為論に与えた影
響を探った。その際、両国の物権変動システムの違いに留意しつつ、なぜ、物
権⾏為概念が判例と通説において正⾯から認められることがなかったのかにつ
いて、検討を進めた。とくに、近年のドイツにおける物権契約の議論は、⽇本
においてはほとんどフォローされていないため、この点に重点をおいて検討を
⾏った。 
 以上の作業をふまえ、物権⾏為概念に関する研究全体についてとりまとめ作
業を⾏った。この過程において、ドイツに赴き、資料収集を⾏うとともに、現
地の研究者にドイツ法上の物権⾏為概念の今⽇的課題についてインタヴューを
⾏った。ドイツにおいては制定法上認められている物権⾏為概念ではあるが、
判例と学説からは批判も存在する。同概念を抽象的なレベルでは肯定しつつも、
実際の具体的な事案では否定する例が、いくつか存在するのである。このよう
な判例と学説における解釈と運⽤が、はたして、今⽇のドイツ⺠法学において、
どのように受け⼊れられているのか、また、肯定的に受け⼊れられているのな
らば、なぜ、物権⾏為概念はいぜんとして維持され続けているのであろうか。 こ
のような、物権⾏為概念に対する批判的検証も怠ることなく、周到に論⽂の執
筆を進めた。 
 つづいて、ius ad rem に関する⽇本とドイツの⽂献を渉猟し、検討し、分析を
加えた。とりわけ、ドイツ法上の ius ad rem の歴史的⽣成過程、ius ad rem と BGB
制定の関係、ius ad rem のドイツ現代法における意義に焦点をあてつつ、分析を
⾏った。また、物権⾏為概念と ius ad rem 概念の理論的関係を探るにあたって、
つぎの 3 つの観点を提⽰した。つまり、意思主義と形式主義、物権と債権、お
よび、履⾏請求権と⾦銭賠償請求権であった。 
 
4. 研究成果 
 以上の研究の⽬的および研究の⽅法に基づき、物権⾏為論と ius ad rem 論の
歴史的視座からの分析を前提として、物権⾏為概念と ius ad rem 概念の理論的



関係について検討を加えたところ、⼆重譲渡の場⾯における第⼀買主の保護と
いう点において、両概念に共通性があることがわかった。 
 その上で、解釈論としてつぎの 2 つの結論を得ることができた。すなわち、 ま
ず、⽇本法においては、有因的物権⾏為概念を認めて、それを、⼆重譲渡にお
ける第三者の背信的悪意者性を認定するにあたっての判断要素とすることであ
る。そして、ius ad rem について、本来であれば絶対効を有しないはずの権利を
有する者に対して、第三者の悪意を前提として、その第三者に直接請求するこ
とを認めることの権利、と定義づけることである。 
 これらの研究成果によって、⽇本法における背信的悪意者排除論について新
たな知⾒を提供することができるとともに、より精緻な解釈論を展開すること
が可能となった。また、これまでの判例と通説に対する批判として、物権⾏為
の無因性を認めることなく物権⾏為概念を肯定することの必要性を論証するこ
とができた。そして、これまでかならずしも明確ではなかった ius ad rem 概念
について、歴史的な分析結果に基づいて明確に定義づけることによって、物権
と債権の関係性やその異同について新たな視点を提⽰することができた。これ
により、⽇本の⺠法典の体系に関する議論にも影響を与えることが可能となっ
た。 
 本研究の成果については、各テーマに関する論⽂としてすでに随時公表され
てきている。そして、それらを⼀書にまとめた『物権変動の法的構造』と題す
る研究書が、近⽇中に公刊されることになっている。 
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⑨⼤場浩之「共同相続と登記をめぐる判例理論の分析」市⺠と法 99・28-34
（2016）・査読無 
 
【学会発表】（計 4 件） 
①⼤場浩之「『負』動産をめぐる法律問題」（所有者不明⼟地問題シンポジウ
ム・2019） 
②⼤場浩之「⼟地所有権の放棄に関する学説の展開」（物権法研究会・2018） 
③⼤場浩之「未登記通⾏地役権者と第三者の関係」（判例・先例研究会・2017） 
④⼤場浩之「譲渡担保の法的構成」（物権法研究会・2016） 
 
【図書】（計 1 件） 
①⼤場浩之『物権変動の法的構造』（成⽂堂・2019） 


